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沖縄は我が国におけるブルーエコノミーを先頭に立って具現化しうる特徴や推進環境を有している

日本の先行モデルとなりうる「沖縄発未来型ブルーエコノミー拠点」を目指すべき

沖縄にとってのブルーエコノミー推進の意義

ブルーエコノミーは、その特徴や推進環境を活かし、沖縄が日本全体の推進を

先頭に立ってリードしていくべきアジェンダである

コンセプトの先進性と

沖縄県政の先進性

沖縄ならではの

特徴の優位性

GW2050 PROJECTS

による県内経済界の

機運の高まり

• 沖縄は、広大な海域に指定離島を含めた多数の島々が点在する海洋島しょ圏を誇っている

• 海に四方を囲まれた海洋国家・日本の縮図とも言える地形的特徴を単一県の中に内包して

おり、我が国のブルーエコノミーを先導するに相応しい優位性を備えている

• ブルーエコノミーは特に国内において新規性の高い先進的な産業コンセプトに位置付けられる

• その中で沖縄県は、2022年5月に決定された「新・沖縄21世紀ビジョン基本計画（沖縄

振興計画）」において、ブルーエコノミーの先導的な展開を他に先駆けて掲げている

• 県内経済界を中心に発足したGW2050 PROJECTS推進協議会が2025年5月に公表した

「GW2050グランドデザイン」において、産業成長に向けた「沖縄らしい新たな産業テーマ」の

一つとしてブルーエコノミーが掲げられた

• 那覇空港の機能強化と、今後返還が予定される那覇港湾施設、牧浦補給地区、普天間

飛行場周辺エリアとの相乗的な発展を目指し、今後の産業創出への動きが期待される
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1. ブルーエコノミーの概要
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日本の成長フロンティアたりうる海洋領域

世界的な人口増・経済成長を支える供給フィールドとして重要性を増す「海洋」

ブルーエコノミーの世界市場は急速な拡大が見込まれる

出所：OECD, European Commission, World Bank Group等の公開資料を基にデロイト トーマツ作成

ブルーエコノミー

世界市場規模推定

地球全体に

占める海の表面積

ブルーエコノミー

国内市場規模推定

排他的経済水域と

領海を足した面積

世界 日本

約500兆円 約28兆円約70% 世界第6位
（2030年） （2030年）

海洋

陸地

4

現在は

約270兆円

現在は

約24兆円

• 漁業・養殖（海洋環境変化対応、スマート水産、漁業・養殖DX）

• 造船（代替燃料船開発、造船技術DX）

• 海上輸送（モーダルシフト推進、水上/水中ドローン導入）

• 港湾（港湾DX、モーダルシフト対応、外客誘致対応、ゼロカーボン対応）

• 再生可能エネルギー（洋上風力、浮体式太陽光、波力・潮力）

• まちづくり（海業、沿岸再開発、海洋実証フィールド形成）

• 海洋新規事業創出（海洋領域における事業機会探索・事業化）

※海藻・ブルーバイオ案件など、他テーマもバランスよく創出され始めている

地球と人類のサステナビリティに向け、世界が抱える課題・要請に対し、

陸を補完する供給源として、海洋資源の持続可能な事業活用を推進する

事業開発

サステナ

ビリティ

世界的な人口増、経済
成長を支える供給の拡大

持続可能性の実現に向けた

海洋環境変化対応、脱炭素、

生物多様性、人権保護、サー
キュラーエコノミー化

✕

動き始めている具体テーマ（支援案件実績）

海洋事業開発において目指すべき世界観＝ブルーエコノミー

同時追求

日本の技術力を活かし

世界への貢献を果たす
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造船 輸送

海底ケーブル

ブルーエコノミーを

構成する主要市場

ブルーエコノミーを構成する主要市場

ブルーエコノミーの構成市場は多岐にわたり、経済安全保障に資する領域も複数存在する

港湾活動

捕獲漁業

海洋生物資源

養殖業 水産加工業 水産品小売業

港湾サービス造船・

船舶の修理

海上輸送 海洋・沿岸

地域の観光業

観光

海洋非生物資源

オイル＆ガス ミネラル

脱塩

海水淡水化 廃棄物リサイクル
(陸での固形廃棄物処理)

無排水処理
(陸での液体排水処理)

海中廃棄物処理

洋上風力発電
(着床式・浮体式)

海洋再生可能エネルギー

海洋エネルギｰ発電
(波力・潮力)

浮体式太陽光

発電

深海探鉱

海洋鉱物

ブルーバイオエコノミー

バイオテクノロジー

藻・海藻製品
(食品・燃料・化学品等)

海底通信ケーブル

廃棄物処理

既に確立された分野 新興・革新分野

安全保障

海洋

安全保障

海底電力ケーブル
(海底送電網)

5
出所：World Bank Group「The Potential of the Blue Economy」、European Commission「The EU Blue Economy Report 2021」、

UNEP「Blue Economy Concept Paper」を基にデロイト トーマツ作成

4



© 2026. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.6

成功要因を通じて、経済価値・サステナビリティ価値・スケーラビリティ・市場ポジション固定化を同時追求する

ブルーエコノミー市場攻略に向けた成功要因

成長ポテンシャル享受に向けたブルーエコノミー市場攻略には５つの成功要因が存在し、

その起点は「世界的な社会課題・社会要請への着目」にある

世界的な社会課題・

社会要請への着目

サステナビリティ

デジタルを中心とした

テクノロジー活用

異業種連携

政策・ルール形成

陸での不足の補完が不可欠な領域／海からの供給が

有効な領域✕経済性の変質＝巨大市場創出

世界的な人口増加・資源不足を踏ま

えた社会課題フィールドとしての可能性

TNFDの開示枠組み提示等により事業の「前提条件化」

その先にある「競争優位の源泉化」

海の生物多様性保全、海のネイチャー

ポジティブ推進の必要性

個別最適化を排した領域横断・サプライチェーン横断的な

横展開と効率化・収益逓増化

海洋事業生産性の向上、ネイチャー

ポジティブ経済実現の必須イネーブラー

連携レバレッジを通じた経済価値✕

サステナビリティ価値のスケールアウト

事業競争力✕サステナビリティ価値競争力✕スケーラビリ

ティ追求に向けた異業種連携エコシステム形成

市場ポジションの確立と固定化の

仕掛けづくり
自陣営の事業✕サステナビリティアプローチのルール化、

政策誘導対象化を通じたデファクトポジション形成

ポイント概要

5
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注目領域（初期的）

経済安全保障への貢献が期待され、海からの供給が有効／陸での不足の補完が不可欠

な領域が注目領域として想定される

食

水

輸送

エネルギー・

資源

バイオ

• 捕獲漁業

• 養殖業

• 藻・海藻製品（食品）

• 藻・海藻製品
（燃料・原料等）

• 海水淡水化

• 排水処理

• 海上輸送

• 港湾サービス

• 造船・船舶の修理

• 洋上・海洋発電

• 深海探鉱

•世界の人口動態

世界人口を支えるたんぱく源、

飲み水の不足

•経済性の変質の加速化

環境価値向上・鉱物資源の

稀少化加速による経済性の

変化を通じた市場成立

•世界の経済成長

経済成長を支える海洋物流

キャパシティの不足

海の

一次産業

海の

二次産業

海の

三次産業

• 統合資源管理と資源維持

• 適地確保・適地拡大

• 環境影響抑制

• 動力コスト最適化

• 排水の環境影響抑制

• 適地確保・適地拡大

• コスト最適化

• 環境影響抑制

• 適地確保・適地拡大

• コスト最適化

• 環境影響抑制

• 船員不足対応
• 港湾混雑対応
• 脱炭素化
• 生態系への騒音対応

カテゴリー定義 対象市場領域 市場の成長ドライバー 成長の制約条件

出所：各種資料を基にデロイト トーマツ作成

•技術革新

7
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ビジネス創出の鍵となる「エコシステムオーケストレーター」（弊社『産業創造/CSV形成フレームワーク』より）

社会課題・地域課題に基づく産業創造のコンセプトの下、

内外プレイヤーの参集と連携を通じてビジネスを創出する

産業創造

コンセプト
（社会課題・地域課題）

変化の担い手

（Value）

事業の担い手

（Carrier）

フィールド調整・提供

（Field）

ルール形成・規制緩和

（Rule）

市場
Market • 社会・地域課題に対する自社

製品・技術・サービスの投入

• 自社ネットワークを活かした

新たな販路の提起・設定

• ビジネスモデル変革による

新たな付加価値創出

• フィールドの価値再定義・価値向上に向けた

フィールド活用調整・活用機会提供

• ビジネスモデル実現の制約排除

• 市場ポジションの確立・固定化

の仕掛けづくり

働きかけ

ルールの変更

規制省庁

提唱

（Advocacy）

• 大義の提示・浸透

• 意識変革の促進

• 連携・協調の促進

自治体・

推進省庁

域内デベロッパー・

フィールド先住者

域内外

プレイヤー

域内外

サービサー

域内外

メーカー

8

地域

金融機関

自治体

ビジネスイノベーション

の創出

エコシステム

オーケストレーター

7
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ブルーエコノミー関連テクノロジーの基本構造

各分野の進化を促す領域別デジタル技術✕分野横断のCyber Physical Space技術の
最適形成・最適構成が、海洋状況把握（MDA）のあるべきモデルである

海洋生物資源

Cyber

Physical 

Space技術

領域別デジタル

技術

＆

技術以外の

仕組み

（ルール等）

海洋非生物資源

既に確立された分野 新興・革新分野

海洋再生可能

エネルギー
ブルーバイオ

安全保障

センシング ：フィジカル空間の情報をサイバー空間の情報に変換する

無線通信 ：サイバー空間とフィジカル空間をつなぐ

ドローン・ロボット：サイバー空間の情報をフィジカル空間に作用させる

廃棄物処理

プラットフォーム ：サイバー空間に集められた情報をつなぎ付加価値を生み出す

共用化・汎用化

海に囲まれた島しょ地域である沖縄こそ、パイロットモデル構築の最適地である

9
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2. 沖縄が目指すべきブルーエコノミーの方向性

9
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沖縄が目指すべきブルーエコノミーモデル（第2期スタートアップ・エコシステム拠点形成計画より抜粋）

海洋経済を超えて、島しょ地域の特徴を活かした独自の経済モデル実現に向けた

「沖縄発未来型ブルーエコノミー拠点（沖縄版ブルーエコノミー）」を目指すべき

11
出所：内閣府様HP「第2期スタートアップ・エコシステム拠点都市の選定について」

第2期スタートアップ・エコシステム拠点形成計画（おきなわスタートアップ・エコシステム・コンソーシアム）より抜粋

10
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注力すべき産業領域とその可能性（1/2）（第2期スタートアップ・エコシステム拠点形成計画より抜粋）

ターゲットとして、基幹産業である観光産業における観光体験の高度化、

長寿文化に根差したヘルスケアソリューションの先進実装等が挙げられる

12
出所：内閣府様HP「第2期スタートアップ・エコシステム拠点都市の選定について」

第2期スタートアップ・エコシステム拠点形成計画（おきなわスタートアップ・エコシステム・コンソーシアム）より抜粋

11
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注力すべき産業領域とその可能性（2/2） （第2期スタートアップ・エコシステム拠点形成計画より抜粋）

ターゲットとして、島しょ型再生可能エネルギーの導入や

食料生産をはじめとした資源循環型経済の確立等が挙げられる

13
出所：内閣府様HP「第2期スタートアップ・エコシステム拠点都市の選定について」

第2期スタートアップ・エコシステム拠点形成計画（おきなわスタートアップ・エコシステム・コンソーシアム）より抜粋

12
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推進体制と取組の方向性（第2期スタートアップ・エコシステム拠点形成計画より抜粋）

グローバル連携、スタートアップ創出及びスタートアップとのオープンイノベーションによる既存
産業高度化を目指し、アントレプレナーシップの醸成をコンソーシアムで推進している

14
出所：内閣府様HP「第2期スタートアップ・エコシステム拠点都市の選定について」

第2期スタートアップ・エコシステム拠点形成計画（おきなわスタートアップ・エコシステム・コンソーシアム）より抜粋

13
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沖縄発未来型ブルーエコノミーへの弊社取組み

弊社は沖縄発未来型ブルーHealth＆Medicalとして、㈱ブルーブックス様と共に科学的根拠
に基づく「健康長寿復活」・「先進医療・創薬拠点化」・「離島医療の維持」の取組みに着手
している

15 出所：㈱ブルーブックス様資料より抜粋

医療・健康データの広範な収集と安全・安心な活用を通じた、科学的根拠に基づく医療メカニズムの構築を目指します

遠隔医療システムを具備することで、離島域を含めた質の高い医療提供モデルの実現を沖縄発で目指します

14
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East Meets West 概要

ハワイでブルーエコノミーを推進するBlue Startupsは、East Meets Westをテーマにハワイを

拠点としたアジアパシフィックのブルーエコノミーネットワーク形成を推進している

16 出所：East Meets West HPを基にデロイト トーマツ作成
15
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ブルーエコノミーを通じたグローバル展開

国が推進する17の戦略分野のうち、ブルーエコノミーとリンクする領域に対して、

沖縄が先導的な実証フィールドとなり、世界に発信していく展開も期待できる

17

BE中心
分野

BE中心
分野

BE中心
分野

沖縄版BE
注力分野

沖縄版BE
注力分野

沖縄版BE
注力分野

沖縄版BE
注力分野

沖縄版BE
注力分野

沖縄版BE
注力分野

沖縄版BE
注力分野

沖縄版BE
注力分野

わが国の注力分野から、沖縄版ブルーエコノミーとして沖
縄が牽引できるテーマ・事業を抽出し、重点的に支援

沖縄と関係が深く、欧米のブルーエコノミーを牽引する

ハワイにおいてプロモーション・事業検討

ピッチイベント、本土CVや投資家との接触を通じ、
成長可能性のある事業に対する資金提供やノウ

ハウ提供、事業化のサポートを実施

米国CVからのサポート
による成長により、

日本の戦略17分野
の成長を加速化

出所：経済産業省資料を基にデロイト トーマツ作成
16
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Appendix デロイトの沖縄における取組

17
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A platform for co-creation among the Deloitte Group, global players, and regional 
businesses that propels innovation in line with Okinawa’s regional priorities.

RSIH Concept

デロイトグループ、グローバル企業、ローカル企業とのコラボレーションと、沖縄地域戦略に合
致した

Deloitte Group

Regional businesses Global players

Innovation

19
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【TOKYO】 Deloitte Tohmatsu Innovation Park

Innovation Hub（Other bases）

Deloitte Tohmatsu Innovation Park

location：Shin-Tokyo Building
Marunouchi 3-3-1 , Chiyoda-ku, Tokyo

Deloitte Tohmatsu Innovation Park is a new hub developed by Deloitte 
Tohmatsu to provide end-to-end support for next-generation 
businesses. Leveraging our global perspective and hands-on know-
how as business-building experts, we have established in Tokyo’s 
Marunouchi district an environment designed to accelerate growth 
across industries. Our primary objective is to catalyze co-creation and 
sustained innovation by bringing together diverse perspectives in a 
highly connected, organic network. The Park offers the purpose-built 
spaces, facilities, and capabilities required to make this possible.

 Through the innovative ventures launched here, we aim to help 
address societal challenges and advance a better future together.

20
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【TOKYO】 Deloitte Tohmatsu Innovation Park

Innovation Hub（Other bases）

Workplace conference room Support

21
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【SAPPORO】 SAPPORO Social Innovation Hub

Innovation Hub（Other bases）

SAPPORO Social Innovation Hub

location：SAPPORO 4-CHOME PLACE
Minami Ichi-jo Nishi 4-1-1, Chuo-ku、Sapporo-shi, Hokkaido

CONCEPT — Three Guiding Principles of SSIH 
SSIH is more than a facility.

A place where challenges become future-shaping opportunities 
Demographic decline, environmental issues, and well-being—when 
diverse perspectives intersect, even complex social challenges can be 
reframed as themes for bold, future-focused action. SSIH designs 
encounters that translate issue awareness into concrete initiatives.

A catalyst where industry, academia, and government spark 
breakthroughs The business capabilities of companies, the research 
strengths of universities, the public mission of government, and the 
on-the-ground insights of NPOs—when passions from different 
domains converge, unexpected breakthroughs occur. SSIH provides the 
platform that catalyzes these reactions and carries them through to 
real-world implementation.

A place where changemakers grow and build sustainable communities 
Changemakers are people driven to improve society. SSIH nurtures an 
ecosystem in which social entrepreneurs and startups avoid isolation, 
inspire one another, and develop into leaders who advance sustainable 
regional development.
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デロイトトーマツグループは、日本におけるデロイトアジアパシフィックリミテッドおよびデロイトネットワークのメンバーである合同会社デロイトトーマツグループならびにそのグループ法人（有限

責任監査法人トーマツ、合同会社デロイトトーマツ、デロイトトーマツ税理士法人およびDT弁護士法人を含む）の総称です。デロイトトーマツグループは、日本で最大級のプロフェッショナ

ルグループのひとつであり、各法人がそれぞれの適用法令に従いプロフェッショナルサービスを提供しています。また、国内30都市以上に2万人超の専門家を擁し、多国籍企業や主要な日

本企業をクライアントとしています。詳細はデロイトトーマツグループWebサイト、 www.deloitte.com/jpをご覧ください。

Deloitte（デロイト）とは、Deloitte Touche Tohmatsu Limited（“Deloitte Global”）、そのグローバルネットワーク組織を構成するメンバーファームおよびそれらの関係法人（総称して“デロ

イトネットワーク”）のひとつまたは複数を指します。Deloitte Globalならびに各メンバーファームおよび関係法人はそれぞれ法的に独立した別個の組織体であり、第三者に関して相互に義

務を課しまたは拘束させることはありません。Deloitte Globalおよびその各メンバーファームならびに関係法人は、自らの作為および不作為についてのみ責任を負い、互いに他のファームまた

は関係法人の作為および不作為について責任を負うものではありません。Deloitte Globalはクライアントへのサービス提供を行いません。詳細は www.deloitte.com/jp/aboutをご覧ください。

デロイトアジアパシフィックリミテッドは保証有限責任会社であり、Deloitte Globalのメンバーファームです。デロイトアジアパシフィックリミテッドのメンバーおよびそれらの関係法人は、それぞ

れ法的に独立した別個の組織体であり、アジアパシフィックにおける100を超える都市（オークランド、バンコク、北京、ベンガルール、ハノイ、香港、ジャカルタ、クアラルンプール、マニラ、メル

ボルン、ムンバイ、ニューデリー、大阪、ソウル、上海、シンガポール、シドニー、台北、東京を含む）にてサービスを提供しています。

Deloitte（デロイト）は、最先端のプロフェッショナルサービスを、Fortune Global 500®の約9割の企業や多数のプライベート（非公開）企業を含むクライアントに提供しています。デロイトは、

資本市場に対する社会的な信頼を高め、クライアントの変革と繁栄を促進することで、計測可能で継続性のある成果をもたらすプロフェッショナルの集団です。デロイトは、創設以来180

年の歴史を有し、150を超える国・地域にわたって活動を展開しています。 “Making an impact that matters”をパーパス（存在理由）として標榜するデロイトの約46万人の人材の活動の

詳細については、 www.deloitte.comをご覧ください。

本資料は皆様への情報提供として一般的な情報を掲載するのみであり、Deloitte Touche Tohmatsu Limited（”Deloitte Global”）、そのグローバルネットワーク組織を構成するメンバー

ファームおよびそれらの関係法人（総称して“デロイトネットワーク”）が本資料をもって専門的な助言やサービスを提供するものではありません。皆様の財務または事業に影響を与えるよう

な意思決定または行動をされる前に、適切な専門家にご相談ください。本資料における情報の正確性や完全性に関して、いかなる表明、保証または確約（明示・黙示を問いません）

をするものではありません。またDeloitte Global、そのメンバーファーム、関係法人、社員・職員または代理人のいずれも、本資料に依拠した人に関係して直接または間接に発生したいかな

る損失および損害に対しても責任を負いません。Deloitte Globalならびに各メンバーファームおよび関係法人はそれぞれ法的に独立した別個の組織体です。

IS/BCMSそれぞれの認証範囲はこ
ちらをご覧ください

https://www.bsigroup.com/clie
ntDirectory
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